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共同実施協定書（案）
　上牧町（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、令和8年上牧町公共施設等への太陽光発電設備等導入計画策定事業（以下「本事業」という。）を共同で実施するため、次のとおり協定を締結する。
　乙は、事業実施候補者決定の日から本協定締結日まで企画提案書が有効であったことを確認し、本協定及び第2条に定める優先順位に従って本事業を実施する。
第1条（目的）
本協定は、環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用する本事業について、甲及び乙の役割、費用負担、成果物、責任その他必要な事項を定め、適正かつ円滑な実施を図ることを目的とする。
第2条（関係文書及び優先順位）
本事業に適用する文書の優先順位は、①法令、交付要綱、交付規程及び交付決定、②本協定、③実施要領及び要求水準書、④質問回答書、⑤乙の企画提案書、⑥その他双方が書面で合意した事項の順とする。ただし、企画提案書のうち要求水準を上回る提案は、甲が書面で承認した範囲で適用する。各文書は、矛盾しない範囲で相互に補完する。
第3条（実施体制及び役割）
乙は、GビズIDプライム及びJグランツによる申請環境を確保し、代表申請者及び補助事業者として、応募申請、交付申請、調査、計画策定、経費管理、資金立替、実績報告、年度事業報告、会計検査対応及び成果物の品質管理を主体的に行う。甲は共同申請者及び共同実施者として、対象施設の選定・承認、保有資料の提供、指定管理者等との合理的な調整、施設立入り調整、成果確認及び導入検討を行う。補助事業完了年度の終了後おおむね3年間を目安として、甲及び乙は連携し、導入予定及び進捗状況の報告及び公表に対応する。
第4条（対象施設及び事業範囲）
対象施設、調査範囲、調査深度及び工程は、候補者決定後、補助金応募申請までに、甲及び乙が補助制度所定の調査対象施設リストを用いて一次スクリーニングを行い、甲が選定・承認する。一次スクリーニングでは、残存耐用年数が20年以上であること、耐震性、積載荷重確認資料、設置スペース、休廃止・統廃合及び改修の状況・見込み、施設所管部署の合意並びに過去の対象補助事業との重複の有無を確認する。資料不足その他の事情が判明した場合は、補助対象要件及び交付決定の範囲内で、対象からの除外、代替施設の選定、調査範囲、方法及び工程を双方協議して調整する。
第5条（費用及び補助金）
乙は、本事業に必要な経費を負担し、補助金の交付までに必要な資金を立て替える。補助率は補助対象経費の2分の1とし、補助上限額は調査対象施設数が20以下の場合は1,000万円、21以上の場合は1,500万円とする。ただし、補助制度の改定があった場合は改定後の規定を優先する。甲は、採択・不採択、交付決定の有無又は補助金の減額にかかわらず、本事業の実施経費について、委託料、負担金、補償金その他名目を問わず金銭を支払わない。ただし、甲の帰責事由に基づく損害賠償又は補助金返還等の責任を免除するものではない。補助金は乙が受領し、交付条件に従い管理する。
第6条（交付決定前及び不採択時の取扱い）
乙は、法令又は補助制度上認められる場合を除き、交付決定前に補助対象事業へ着手しない。乙は、補助制度上必要な支払いを含め、令和9年2月28日までに本事業を完了する。ただし、執行団体が期限を変更した場合は、その期限に従う。不採択又は交付決定に至らなかった場合は、双方が実施の可否、範囲、方法及び工程を協議する。協議成立前は、双方に実施義務及び相手方への費用請求権は生じない。
第7条（資料提供及び施設立入り）
甲が直接管理する施設について、甲は保有又は管理する資料の提供及び施設立入りの調整を行う。指定管理者等が管理する施設について、甲は連絡窓口となり、その権限の範囲で合理的な資料提供依頼及び立入り調整を行い、乙は必要資料及び条件を具体的に提示する。取得できない資料又は立入り不能箇所がある場合は、乙は推測で補完せず、その内容及び影響を明示し、双方で代替方法を協議する。
第8条（再委託）
乙は、本事業の全部又は中核業務を第三者に実施させてはならない。専門的又は補助的な一部業務を再委託するときは、範囲、理由、再委託先及び管理方法を示し、あらかじめ甲の書面承認を得る。再委託先の行為及び成果については乙が責任を負う。
第9条（成果物、修補及び利用）
乙は、要求水準書及び双方が書面で確認した条件に従い成果物を作成し、別担当者による照査を行う。不備又は不適合がある場合、甲は合理的な期間を定めて無償の修補又は再履行を求めることができる。乙が従前から保有する知的財産権、汎用的ノウハウ及び営業秘密は乙に留保する。甲は、これらを除き、成果物を本事業並びに将来の設備導入、設計、施工、PPAその他の事業者選定に必要な範囲で使用、複製、編集し、及び候補となる第三者へ開示又は提供できる。甲は、第三者へ開示する場合、必要に応じて当該第三者に適切な秘密保持義務を負わせる。
第10条（秘密保持及び情報管理）
双方は、本事業に関連して相手方から秘密である旨を明示して開示された情報及びその性質又は開示状況から合理的に秘密として取り扱うべき情報を、本事業以外の目的に使用し、又は相手方の承諾なく第三者へ開示してはならない。口頭で開示された情報は、開示時に秘密である旨を示し、開示後14日以内に書面又は電子メールでその内容を特定した場合に秘密情報として取り扱う。ただし、法令、裁判所又は行政機関の命令に基づく場合、既に公知の情報又は正当に第三者から取得した情報を除く。個人情報及び施設の保安上重要な情報は、関係法令及び甲の情報管理基準に従い管理する。本事業終了後又は相手方から求められた場合は、法令又は補助制度上保存が必要なものを除き、秘密情報及びその複製物を返却し、又は復元できない方法で消去し、その実施結果を相手方へ報告する。
第11条（補助金返還等）
補助金の返還、減額又は対象外認定が生じた場合は、その原因が乙の責めに帰すべきときは乙、甲の責めに帰すべきときは甲が負担し、双方に原因があるときは寄与度に応じて分担する。双方の責めに帰することができない場合は、補助制度上の取扱い及び各当事者の管理可能性を踏まえて協議する。
第12条（損害賠償）
一方当事者が自己の責めに帰すべき事由により相手方へ損害を与えた場合は、現実に生じた直接かつ通常の損害を賠償する。賠償額の上限は、交付申請後は申請書記載の補助対象経費総額、交付申請前は双方が書面で確認した想定事業費とする。ただし、故意又は重大な過失、人の生命若しくは身体への損害、秘密保持義務違反又は第三者の知的財産権侵害には上限を適用しない。双方は損害の防止及び軽減に協力する。


第13条（不可抗力及び二重請求の防止）
天災地変、法令若しくは補助制度の変更その他双方の責めに帰することができない事由が生じた場合、影響を受けた当事者は速やかに通知し、双方は期限、範囲、方法、一時中止又は終了を協議する。不可抗力により各当事者に生じた費用は原則として各自が負担する。同一損害について保険金、修補、再履行、第三者からの回収その他により填補された額は損害額から控除し、重複請求をしない。
第14条（解除及び終了）
一方当事者が本協定に重大な違反をし、相手方が合理的な期間を定めて是正を求めても是正しない場合、相手方は本協定を解除できる。資金立替能力を確認できない場合、補助金申請又は事業実施に必要な条件を満たさない場合、支払停止、破産手続開始、民事再生手続開始その他信用状態に重大な不安が生じた場合は、相手方は催告なく解除できる。不採択又は交付決定に至らず、双方の協議により事業を実施しないことを決定した場合、本協定はその決定日に終了する。解除又は終了は、既に生じた費用負担、補助金返還、損害賠償及び秘密保持に関する責任に影響しない。
第15条（反社会的勢力の排除）
甲及び乙は、自ら並びにその役員及び実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力に該当せず、これらと社会的に非難されるべき関係を有しないことを表明し、保証する。一方当事者がこれに違反した場合、相手方は催告なく本協定を解除できる。解除した当事者は、これにより違反当事者に生じた損害を賠償する責任を負わず、違反当事者は、当該違反又は解除により相手方に生じた損害を賠償する。
第16条（有効期間及び存続条項）
本協定の有効期間は締結日から本事業及び補助制度上必要な報告が完了する日までとする。第9条、第10条、第11条、第12条及び前条の規定は、本協定終了後もその性質上必要な範囲で存続する。
第17条（合意管轄）
本協定に関して訴訟の必要が生じた場合は、奈良地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第18条（協議）
本協定に定めのない事項又は解釈に疑義が生じた事項は、法令及び補助制度上の定めを踏まえ、双方が誠実に協議して定める。

　本協定締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。
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